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～将来の公共施設のあり方について～

伊予市の人口伊予市の人口

伊
予

公共施設は、市民の皆さんのニーズに基づいて設置・整備してきました。
しかし、公共施設の老朽化は社会的な問題となっており、今後更新費用の増加が予想されます。

今後も市民の皆さんに満足してもらえるサービスを提供するためにも、
長期的な視点をもって、公共施設等の最適な配置を実現することが必要となっています。

伊予市の人口推移と高齢化率

伊予市の人口は平成12年から22年
の10年間で5.2%減少しています。
また平成22年10月現在の高齢化率は
27.8%と、人口の約3割が高齢者です。
今後も急速な人口減少と高齢化が予測
されています。

将来の人口推計

平成22年から52年までに人口が約
29.0％減少する予測です。高齢化と人
口減少が進行すると、人口構成も変化
していきます。

（人）

予
市
の
現
状
と
課
題

歳入
地方税収入はほぼ横ばいで推移してい
ますが、今後、本市の生産年齢人口の減
少に伴い、地方税収入も減少し、一層厳
しい財政運営が続くことが予測されてい
ます。また、平成28年度から地方交付
税の合併特例措置が段階的に削減となり、
大幅な歳入減となる見込みです。

歳出
福祉関係（扶助費）の支出が増加して
おり、公共施設に対する費用（維持管理
費、投資的経費）に充てる割合は、今後
減少すると予測されます。また、市の借
金残高は減少傾向にあるものの、市庁舎
等の建設事業などにより、今後増加に転
ずることが見込まれています。

財政状況財政状況

福祉関係
（扶助費）が

増加
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歳出状況

歳入状況
地方税

地方交付税
その他の一般財源

地方債
国庫支出金

都道府県支出金

その他特定財源

その他特定財源
人件費
物件費
維持管理費
扶助費

補助費等
投資的経費
公債費
積立金・投資及び出
資金・貸付金
繰出金

（千円）

（千円）



公
共
施
設
の
現

旧耐震基準
（昭和56年以前）
85,850㎡ 42.4％◆施設数：268施設

◆施設の床面積：約20.2万㎡

◆主な施設類型の状況：

学校教育系施設
20施設 約7.2万㎡

スポーツ・レクリエーション 施設
31施設 約3.6万㎡

市民文化系施設（公民館など）
19施設 約1.0万㎡

新耐震基準以前（昭和56年以前）
に建てられた施設は106施設（うち公
営住宅15施設）※1 約8.6万㎡であり、
全体の約42.4%を占めています。

施設施設の整備状況の整備状況

新耐震基準
（昭和57年以降）
116,500㎡ 57.6％

※1 施設内に複数の棟がある場合、1棟でも該当する建物
がある場合は旧耐震基準の施設としています。

現状

～S24 S30 S40 S50 S57 H1 H10 H20 H26

学校教育系施設
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

市民文化系施設
行政系施設公営住宅

社会教育系施設
産業系施設
子育て支援施設

保健・福祉施設
医療施設

公園

供給処理施設
その他

人口

現
状
と
課
題

公共公共施設等（ハコモノとインフラ施設）の将来にかかる更新費用推計施設等（ハコモノとインフラ施設）の将来にかかる更新費用推計

更新費用の今後の見通し

今後40年間にかかる公共施設等の
更新費用は約1,669.8億円で、年間で
約41.7億円となります。

これは、過去5年間の公共施設等に
かかる投資的費用の年間約28.5億円の
1.46倍に相当し、不足額は1年当たり
13.2億円となります。また、平成50
年以降は更新費用が急激に増加する時
期があると予測されています。

施設の大規模改修や建て替えをする
際には多額の費用が必要であり、現在
ある全ての公共施設等を今後も変わら
ず維持することは、財政面からも難し
いことが分かります。

1年当たりの更新費用試算：41.7億円

直近5年間の平均更新費用：28.5億円

1年当たりの更新費用の比較

（億円）

40年間の整備額

1,669.81,669.8億円億円
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課題

年13.2億円
不足

下水道整備額
上水道整備額
橋りょう整備額
道路整備額
公共施設整備額
用地取得分
新規整備分
既存更新分



目
標
と

年年13.213.2億円の差を解消するため億円の差を解消するために・・・に・・・

（1） 新規整備は原則として行わない
長寿命化、維持補修計画などを適正に行い、既存施設の有効活用を図り、新規整備は原則と
して行いません。またPPP /PFI などの民間活力の導入なども幅広く検討していきます。

（2） 施設の複合化を検討し、ニーズに応じた機能の存続を図る
施設の統合・整理や遊休施設の活用、施設機能の複合化などにより、機能を維持しつつ、施
設総量を縮減します。また複合施設においては、管理・運営についても一元化・効率化し、施
設の複合化により空いた土地は、再活用・処分を促進します。

（3） 将来の施設の更新費用を縮減する
今後40年間で施設総量を20％縮減します。スクラップアンドビルドを徹底することにより、
将来の更新費用縮減につなげます。

（4） 計画的なインフラ資産管理を行い、費用負担の縮減及び平準化を図る
現状の投資額の範囲内で、費用対効果や経済波及効果を考慮し、改修・更新をバランスよく
実施します。またバリアフリー、環境、防災などの新たなニーズに対しては、効率的な整備・
対応を推進することにより、少子高齢化、人口減少に対応した持続可能なまちづくりを推進し
ます。

目標

と
方
針

公共施設等の維持管理方針公共施設等の維持管理方針

◆長寿命化について
長寿命化が必要と判断された施設について
は、その延長期間を一世代相当分延長するこ
とを目標とします。各施設の長寿命化の具体
的な方針については、個別の実施計画等にお
いて定めます。

◆統合や廃止について
施設の統廃合に関しては、住民サービスの
水準低下を最小限にするために、住民とも十
分に協議しながら検討します。

◆住民との情報共有について
公共施設等に関する情報について、ホーム
ページ等をはじめとする各種広報媒体などを
通じ、これまで以上に積極的に開示していく
こととします。

◆点検・診断等について
日常点検ができていない施設について把握
を行い、日常点検を実施する体制を構築しま
す。点検の履歴は蓄積して老朽化対策などに
生かします。

◆維持管理・修繕・更新等について
維持管理及び修繕を計画的・効率的に行う
ことでコストを縮減します。また大規模改修
や更新をする場合は統合や複合化の可能性に
ついて検討します。

◆安全確保について
定期点検の実施により、建物や設備の危険
箇所の早期発見につなげます。危険性が認め
られた建物や設備については、早急に安全対
策や取り壊しを行います。

◆耐震化について
昭和56年の建築基準法の改正前に建築され
た施設のうち、災害時の拠点や避難所として
指定されている施設など、今後も利用が見込
まれる場合は、順次耐震診断を実施します。

3

方針



今
後

計画推進に向けて・・・

計画に沿って統廃合を行い、建物総
量を約2割縮減した場合、建物系公共
施設に係る更新費用は約4.3億円縮減
できる予測です。
しかしながら直近５年間の更新費用
と比較すると、依然として年間8.9億
円の財源が不足する想定となります。
現在の財政状況から見ても、公共施設
に使えるお金（維持管理費、投資的経
費）を増額することは厳しい状況です。
限られた財源の中で工夫を凝らし、
また、年度によって更新費用の推計に
大きな差が出ることから、財政の支出
が偏らないよう、計画的な管理・更新
を行うこととします。

1年当たりの
更新費用推計
（建物）

21.8億円
延べ床面積
20.5万㎡

1年当たりの
更新費用推計
（建物）

17.5億円
延べ床面積
16.4万㎡

20％縮減
した場合現状

計画を推進するために・・・計画を推進するために・・・

住民住民ニーズニーズの把握と公共施設データベースの活用の把握と公共施設データベースの活用

現状の推計

20％縮減

現実

20％縮減しても年
8.9億円の財源不足
が予想されます。

後
に
つ
い
て

「公共施設等総合管理計画」の本編は、
市ホームページなどでご覧いただけます。
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住民住民ニーズニーズの把握と公共施設データベースの活用の把握と公共施設データベースの活用

住民などの利用者の意見を反映

本来住民のニーズに基づいて設置し
た公共施設ですが、設置当時のニーズ
とは異なる利用や利用が低減している
施設もあります。
今後は利用者や近隣住民に向けたア
ンケートや説明会等を実施し、施設そ
のものや施設利用に対する住民意識を
十分把握することとします。
その上で、今後も必要性が認められ
る施設においては、利用者に応分の負
担を求めながらも、施設の維持や機能
付加を図る施設マネジメントを実現し
ます。具体的な利用が認められない施
設については、住民に理解を求めなが
ら施設の統廃合に向けた取組を進める
こととします。

公共施設のデータベースを活用

公共施設マネジメントにはコスト・
利用者状況や老朽化状況、資産の異動
状況などを把握していく必要がありま
す。今後は、固定資産台帳を整備し、
そのデータベースを活用することで、
本市の資産を一元管理し、全庁的に情
報共有を行います。
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